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はじめに       

 

現在の地方公共団体の公会計（官庁会計）制度は、現金の出入りを記録するという

分かりやすさの観点から、単式簿記を採用しています。 

 

しかし、この方法では、資産の状況や借入金などの負債といったストック情報が不

十分で、将来にわたる住民負担などの財政状況が分かりにくい、地方公社や第三セク

ター等行政活動の一端を担う組織を含めた連結した財務書類がなく財政の全体像が把

握できない、行政サービス提供のためのコスト情報が不足している、予算・決算の現

金収支と資産債務状況の関係把握が困難などのデメリットがかねてより指摘されてい

ました。 

 

そこで、宇和島市では国の「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための

指針」に基づき、公会計改革の一環として４つの財務書類を作成いたしました。４つ

の財務書類とは、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収

支計算書」で、これらを作成することにより、現在、市が所有するすべての資産とそ

の調達の状況が把握できるようになります。 

 

財務書類の整備・活用を通して、財政状況について市民の皆様に分かりやすく説明

していくとともに、地方分権社会に対応した地方公共団体として今後も安定した財政

運営を行っていくためにも、効率的な行政経営、資産・債務の適切な管理に努めてま

いります。 
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Ⅰ 連結財務書類 

 

１ 連結財務書類の基本的な作成基準 

 
（１）連結対象会計・団体 
 連結財務書類とは、普通会計のほか、企業会計を含む市のすべての会計に加え、市と連携協力し

てサービスを提供している一定条件の関係団体を一つの行政サービス実施主体とみなして作成す

る財務書類です。 
  なお、宇和島市の連結財務書類は、「総務省方式改訂モデル」により作成しており、普通会計、

公営事業会計、一部事務組合・広域連合、地方三公社及び市が一定割合以上の出資を行っている第

三セクター等で、以下のものを連結対象としています。 
 
 
①普通会計 
個々の地方公共団体ごとの各会計の範囲が異なっていることなどから、各団体間の財政比較等が

困難なため、統一的な方法を用いて、一般行政部門の会計を普通会計として整理するものです。宇

和島市の普通会計は、以下の３会計です。 
   
  ・一般会計                ・土地取得事業特別会計 

  ・住宅新築資金等貸付事業特別会計 

 
 
②公営事業会計 
○公営企業会計（法適用・法適用） 

   組織・財務について特例を定めている地方公営企業法を適用している会計とこれに準じる会計

です。宇和島市の連結対象会計は、以下の９会計です。 
 
  ＜法適用＞ 
  ・病院事業会計              ・水道事業会計 

  ・老人保健施設事業会計 

  
＜法非適用＞ 
 ・簡易水道事業特別会計          ・港湾施設特別会計 

 ・観光施設特別会計            ・公共下水道事業特別会計 

 ・小規模下水道事業特別会計        ・駐車場事業特別会計 

 
○その他の特別会計 
 その他の特別会計とは、特定の収入をもって事業を行っている会計で、普通会計及び公営企業

会計に属さない会計です。宇和島市の連結対象会計は、以下の６会計です。 
 
 ・国民健康保険特別会計（事業勘定）    ・国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定） 

 ・後期高齢者医療特別会計         ・老人保健特別会計 

・介護保険特別会計（保険事業勘定）    ・介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 

 

 

③一部事務組合・広域連合 
 複数の地方公共団体が、行政サービスの一部を共同で行うことを目的として設置する組織です。

また、後期高齢者医療については、広域連合を設置し、県内市町が共同して事業を実施しています。
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なお、財務諸表を連結する際は、構成団体の経費負担割合に応じてそれぞれの団体が比例連結する

こととなっています。宇和島市の連結対象団体は、以下の５団体です。 
  

・宇和島地区広域事務組合（一般 68.7％、と畜 26.5％、ふるさと基金 66.9％、介護 39.1％） 

・南予水道企業団（41.5％）        ・津島水道企業団（84.2％） 

・愛媛地方税滞納整理機構（6.4％）     ・愛媛県後期高齢者医療広域連合（6.6％） 

   
 
 ④地方三公社、第三セクター等 
  総務省方式改訂モデルにおいて、連結対象となる第三セクター等は、市の出資（出えんを含む）

比率が５０％以上の団体及び市の出資比率が２５％以上５０％未満の団体で、役員の派遣、財政支

援などの実態から、法人経営に実質的に主導的立場にあると認められる場合を対象としています。

地方三公社は、特別法に基づき地方公共団体が設立する住宅供給公社、道路公社、土地開発公社で、

すべて連結対象となります。宇和島市の連結対象団体は、以下の２団体です。 
 
  ・宇和島市土地開発公社          ・㈱うわじま産業振興公社 

 
 
（２）調整事項 
 以下の点については、連結を行うに当たって調整をしているため、各団体が作成した財務書類と

は異なる場合があります。調整した金額については、「相殺等による調整額」として計上されてい

ます。 
   
①連結を行うに当たり相殺消去している主なもの 

 
・企業会計・地方三公社・第三セクター等への出資金など 

・その他の特別会計への繰出金など 

・会計・団体間の未収金・未払金など 

 
 
（３）県内他市・類似団体比較 
  各表から分析した主な数値について、財務書類を公表している県内他市及びいくつかの類似団体

と比較しています。平成２１年度の数値については、調査時点では公表されていない団体もあるた

め、宇和島市も含めて平成２０年度の数値で比較しています。 
 
 
（４）住民基本台帳人口 
 分析で使用する住民基本台帳人口については、以下の数値を使用しています。 
 
・平成 20 年度 88,055 人（平成 21 年 3 月 31 日現在） 

  ・平成 21 年度 87,018 人（平成 22 年 3 月 31 日現在） 
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会計・団体の範囲（平成２１年度） 
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２ 平成２１年度決算 連結財務書類の全体像 

 
平成２１年度決算を基に作成した「連結貸借対照表」、「連結行政コスト計算書」、「連結純資産変動

計算書」、「連結資金収支計算書」の概要と相互の関連は以下のとおりです。 
 
 

平成２１年度決算 連結財務書類４表 

 

 

連結貸借対照表 

（宇和島市と連結団体が保有する資産とその財源） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

連結資金収支計算書 

（１年間の資金の出入り） 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結行政コスト計算書 

（１年間に要した行政サービスのコスト） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結純資産変動計算書 

（１年間の純資産の動き） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年間に 29 億円の増額 

 

資 産 

  2,749 億円 

 

公共資産 

2,550 億円 

投資等 

    92 億円 

流動資産 

   99 億円 

 （うち資金） 

42 億円 

 

繰延勘定 

   8 億円 

負 債 

 1,064 億円

    （38.7％）

固定負債  

964 億円 

流動負債   

100 億円 

 

 

 純資産  

1,685 億円 

    （61.3％）

期首歳計現金残高     35 億円 

 

 翌年度繰上充用金増減額  △4 億円 

現金増減額         7 億円 

  

  経常的収支      122 億円 

   公共資産整備収支  △22 億円 

   投資・財務的収支  △89 億円 

 

期末歳計現金残高    42 億円 

経常行政コスト     813 億円 

 

人にかかるコスト   165 億円 

物にかかるコスト   190 億円 

  社会保障給付費など  422 億円 

  その他のコスト    36 億円 

 

 

経常収益        354 億円 

 

 

純経常行政コスト    459 億円 

 期首純資産残高    1,656 億円 

 

 

 純経常行政コスト   △459 億円 

 

 一般財源、補助金等受入 480 億円 

 資産評価替等       8 億円 

 

 

 期末純資産残高    1,685 億円 
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３ 連結貸借対照表 

 

市が住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産をどのような財源（負債・純資

産）で賄ってきたかを総括的に対照表示したもので、バランスシートとも呼ばれます。左側に資産、

右側に負債と純資産が記載され、２１年度末の財務状況がまとめられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞解説 
 
住民サービスを提供するための公共資産は、普通会計で１，９１５億円となっています。連結は

２，５５０億円で約１．３３倍となっていますが、これは公共下水道事業会計をはじめとする公営

企業会計の公共資産が加算されたことによるものです。 

投資等は９２億円、流動資産は９９億円となっており、資産全体で見ると、２，７４９億円とな

っています。これらの資産を形成するための財源としては、地方債など将来世代の負担となる負債

が１，０６４億円と、国や県の補助金、市税などで既に負担してきた純資産が１，６８５億円とな

っています。 

なお、平成２０年度と比較して、負債は２３億円の減、純資産は２９億円の増となっています。 
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＝＝＝ 分 析 １ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

【社会資本形成の世代間分析】 

 市の保有する公共資産について、これまでの世代の負担によって形成された割合はどの程度か、将

来世代の負担によって形成している割合はどの程度なのかを示す指標です。 

 

（過去及び現役世代の負担比率）＝（純資産合計）／（公共資産合計） 

（将来世代負担比率）＝（地方債残高）／（公共資産合計） 

 

（過去及び現役世代の負担比率） 

 

 

（将来世代負担比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞解説 
 
平成２０年度における社会資本形成について、普通会計では７７．４％が過去及び現役世代の

負担、２６．６％が将来世代の負担により形成されています。連結で見た場合は、公共下水道整

備のための負債や市立宇和島病院の改築に伴う借り入れなどの影響により、それぞれ６４．９％、

３５．１％となり、将来世代の負担が高くなっていますが、県内他市及び類似団体と比較した場

合、過剰な負担割合ではないことが分かります。 

なお、平成２１年度の連結の数値では、６６．１％が過去及び現役世代の負担、３４．７％が

将来世代の負担により形成されており、やや将来世代の負担が減となっています。 
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＝＝＝ 分 析 ２ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

【住民１人当たりの資産と負債】 

 

（住民１人当たり資産額）＝（資産合計）／（住民基本台帳による人口） 

（住民１人当たり負債額）＝（負債合計）／（住民基本台帳による人口） 

 

（住民１人当たり資産額）                        単位：千円 

 

 

（住民１人当たり負債額）                        単位：千円 

 

 

（住民１人当たり資産額と負債額のマトリックス分析） 
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＝＝＝ 分 析 ３ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

【有形固定資産の行政目的別割合】 

行政分野ごとの公共資産形成の比重を示す指標です。 

 

（有形固定資産の行政目的別割合）         

 

 

（有形固定資産の行政目的別割合）         

団体名 
生活インフラ 

・国土保全 
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 

宇和島市 

（連結） 
35.8% 13.6% 3.2% 20.9% 20.2% 0.6% 5.6%

県内他市Ａ 63.0% 13.6% 1.1% 3.3% 13.8% 0.9% 2.8%

県内他市Ｂ 62.0% 10.4% 2.4% 8.9% 10.7% 1.0% 4.6%

県内他市Ｃ 54.5% 16.1% 3.0% 13.5% 8.7% 0.5% 3.7%

県内他市Ｄ 64.7% 9.9% 1.8% 13.9% 6.2% 1.0% 2.5%

県内他市Ｅ 49.7% 15.0% 2.7% 17.9% 9.4% 0.7% 4.6%

県内他市Ｆ 33.9% 12.0% 6.1% 9.9% 30.5% 1.0% 6.6%

県内他市Ｇ - - - - - - -

県内他市Ｈ 47.9% 12.8% 5.7% 14.2% 13.6% 0.5% 5.3%

類似団体Ｉ 42.5% 15.1% 2.9% 13.9% 18.3% 0.6% 6.6%

類似団体Ｊ 45.5% 20.6% 2.0% 10.6% 18.4% 0.9% 2.1%

類似団体Ｋ 54.3% 18.6% 1.5% 16.4% 3.9% 0.6% 3.8%

※類似団体Ｇは数値不明。 

科目名 
平成 20 年度 

（普通） 

平成 20 年度 

（連結） 

平成 21 年度 

（普通） 

平成 21 年度 

（連結） 

生活インフラ・国土保全 35.6％ 35.8％ 35.8％ 34.9％ 

教育 19.7％ 13.6％ 19.4％ 13.5％ 

福祉 3.0％ 3.2％ 2.9％ 3.0％ 

環境衛生 4.2％ 20.9％ 4.0％ 21.1％ 

産業振興 29.1％ 20.2％ 28.6％ 20.8％ 

消防 0.6％ 0.6％ 0.6％ 0.6％ 

総務 7.8％ 5.6％ 8.8％ 6.3％ 

☞解説 
 
平成２０年度の住民１人当たり資産額は３，１１８千円、負債額は１，２３５千円に対し、平

成２１年度の住民１人当たり資産額は３，１５９千円、負債額は１，２２３千円となっています。

連結で見た場合、住民１人当たりの資産額も大きくなり、負債額はほぼ倍増になっていますが、

県内他市及び類似団体と比較すると、平均値よりもやや高い数値であることが分かります。先に

も述べたように、主に公共下水道整備のための負債や市立宇和島病院の改築に伴う借り入れなど

が影響しています。 

なお、マトリックス分析では「大きい政府型」、「小さい政府型」、「高資産低負担型」、「低資産

高負担型」に分類して、各団体の特徴を知ることができます。 



9 
 

（有形固定資産の行政目的別割合） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

☞解説 
 
平成２１年度における宇和島市の資産について、普通会計に比べ、連結の場合は環境衛生の割

合が高くなっていますが、これは主に病院事業会計と水道事業会計などが連結されたことによる

ものです。 

また、他市町及び類似団体と比較した場合、環境衛生と産業振興の分野において、やや割合が

高いことから、宇和島市では病院や漁港などの比重が大きいことが分かります。 
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４ 連結行政コスト計算書 

 

１年間の行政活動のうち、ごみ収集や福祉、教育といった資産形成には結びつかない行政サービスに

係る経費と、その行政サービスの直接の対価として得られた収益を示して、その期間における利益（損

失）を表にしたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞解説 
 
人や物にかかるコストや移転支出的なコストである「経常行政コスト」は８１３億円であり、

それに対しての使用料や手数料などの受益者負担である「経常収益」は３５４億円となっていま

す。 

「経常行政コスト」から「経常収益」を控除した「純経常行政コスト」は４５９億円となり、

この不足分については、市税や地方交付税などの一般財源や国県補助金などにより賄われます。
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＝＝＝ 分 析 １ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

【経常行政コストに占める各分野の割合】 

行政サービスを提供する場合、職員自らがその活動を行えば人件費の金額と割合が高くなり、外部

の団体等に委託しその団体がサービスを提供するとなると、物件費の割合が高くなります。その他に

も、自前の施設を用いて行政サービスを提供する場合は減価償却費の割合が高くなり、施設を賃借し

行政サービスを提供する場合は物件費の割合が高くなります。 

このように、どのような手法で行政サービスを提供するかによってコスト構造は異なることになり

ます。したがって、コスト構造を他の自治体と比較することで、行政サービス提供の特徴を見いだす

ことができます 

 

（各分野の割合） 

団体名 
人にかかる 

コスト 

物にかかる 

コスト 

移転支出的 

なコスト 

その他の 

コスト 

宇和島市（連結） 21.7% 23.2% 49.7% 5.4% 

県内他市Ａ 11.9% 20.8% 60.3% 7.0% 

県内他市Ｂ 12.2% 25.9% 56.1% 5.8% 

県内他市Ｃ 20.9% 26.8% 49.1% 3.2% 

県内他市Ｄ 11.1% 21.6% 61.4% 5.9% 

県内他市Ｅ 16.9% 23.0% 52.8% 7.3% 

県内他市Ｆ 19.1% 28.6% 48.8% 3.5% 

県内他市Ｇ 13.1% 24.7% 57.1% 5.1% 

県内他市Ｈ 18.8% 23.7% 53.2% 4.3% 

類似団体Ｉ 18.6% 28.5% 48.9% 4.0% 

類似団体Ｊ 15.3% 16.0% 63.7% 5.0% 

類似団体Ｋ 18.3% 23.6% 53.0% 5.1% 

 

（各分野の割合） 

 

 

 

 

 

☞解説 
 
他市町及び類似団体と比較した場合、人にかかるコストの割合がやや高くなっています。これ

は、市立３病院を有し、人的なサービスを多く提供していることなどが要因です。 
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＝＝＝ 分 析 ２ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

【受益者負担の割合】 

行政コストに対する受益者の負担割合を示す指標です。 

 

（受益者負担率）＝（経常収益）／（経常行政コスト） 

 

 

（受益者負担率） 

科目名 平成 20 年度
平成 20 年度

（連結） 
平成 21 年度

平成 21 年度 

（連結） 

生活インフラ・国土保全 1.8％ 27.9％ 2.4％ 32.4％ 

教育 1.7％ 1.7％ 1.8％ 1.8％ 

福祉 4.2％ 44.5％ 4.0％ 42.9％ 

環境衛生 2.4％ 77.2％ 2.7％ 83.1％ 

産業振興 0.5％ 2.8％ 0.7％ 3.5％ 

消防 0.0％ 0.1％ 0.0％ 0.0％ 

総務 4.5％ 5.0％ 1.2％ 1.3％ 

全体 3.4％ 43.7％ 3.1％ 43.5％ 

 

（受益者負担率・全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞解説 
 
普通会計における受益者負担に比べ、連結では生活インフラ・国土保全、福祉、環境衛生など

の分野で割合が高くなっていることがわかります。これは、連結対象となっている企業会計など

では、料金収入等の収入により支出を賄っていくことが基本となっているためです。 

他市町及び類似団体と比較すると、宇和島市では市立３病院を有することなどから、受益者負

担率の平均を上回っています。 
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５ 連結純資産変動計算書 

 

純資産（資産から負債を引いた残り）が２１年度中にどのように増減したかを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞解説 
 
期首に１，６５６億円あった純資産が、期末では１，６８５億円と、１年間で約２９億円増加

しています。これは、行政サービスを提供するために要した経費である「純経常行政コスト」が

４５９億円かかったものの、一般財源や補助金等の受け入れなど当年度の収入で賄いきれたこと

が主な要因といえます。 



14 
 

＝＝＝ 分 析 ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

【資産の増減に関する指標】 

 当年度に行われた行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、ど

れだけが当年度の負担で賄われたかを示す指標です。 

 比率が１００％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか、負担が軽減さ

れたことを示し、１００％を上回る場合は、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、負担が増加し

たことを示しています。 

 

 

（行政コスト対税収等比率）＝（純経常行政コスト）／（一般財源 ＋ 補助金等受入） 

 

 

（行政コスト対税収等比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞解説 
 
平成２０年度の行政コスト対税収等比率は、普通会計で１００％を下回っていますが、連結で

は１００％を上回っています。また、平成１９年度と２０年度の貸借対照表を比較すると、資産

２億円の増加に対し、負債も１億円増加しています。このことから、平成２０年度においては、

将来世代の負担が増えたといえます。 

逆に、平成２１年度は普通会計で９６．８％、連結で９９．１％とともに１００％を下回って

います。こちらも平成２０年度と２１年度の貸借対照表を比較すると、資産４億円の増加に対し、

負債は２３億円の減少となっています。よって、平成２１年度においては、将来世代の負担が大

幅に減少したことになります。 
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６ 連結資金収支計算書 

 

１年間の現金（＝資金）の出入りを「経常収支の部」、「公共資産整備収支の部」及び「投資・財務的

収支の部」の３つに区分して示しています。市がどのような活動に資金を必要としているかを表し、

キャッシュフロー計算書とも呼ばれます。 
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（資金収支の状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☞解説 
 
公共資産整備にかかる収支が２５億円の赤字、投資や地方債の償還などにかかる収支が８９億円の

赤字となる一方、日常の行政活動にかかる収支は地方交付税や国県の補助金等の増加により、１２３

億円の黒字となっています。結果として、年度当初３８億円であった歳計現金（＝資金）は約４億円

増加し、平成２１年度末では４２億円となっています。 

４
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７ 連結財務書類まとめ 

 
 
平成２１年度末現在、宇和島市の資産は２，７４９億円で、平成２０年度末と比較して３億円の増

加となっています。これに対し、純資産（これまでの税収や地方交付税などで負担が済んでいるもの）

は１，６８５億円で同比２６億円の増加、負債（将来の負担）は１，０６４億円で同比２９億円の減

少となっています。住民１人当たりに置き換えてみると、資産は３１６万円で同比４万円の増加、負

債は１２２万円で同比２万円の減少となりました。 
負債の減少については、平成２１年度に２３億円の負債圧縮を推し進めた結果によるものですが、

一方で人口が１年間で約１千人減少しているため、住民１人当たりで見ると大幅な負担軽減には至っ

ておりません。県内他市及び類似団体と比較して飛び抜けて大きい額ではありませんが、県内の平均

値よりも高くなっていることから、今後も引き続き将来負担の軽減を図っていく必要があります。 
また、公共資産の老朽化が進んでおり（平成２１年度普通会計における公共資産老朽化率４７．

２％）、今後更新の必要性が生じてきますが、身の丈以上の資産を保有することは、負債の増加にも

つながります。改修等により耐用年数の延命化を図れるものはないか、類似・重複した施設を統廃合

することはできないかなどを十分に検討した上で、施設の更新を行う必要があります。 
 
ごみ収集や福祉、教育といった資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費（行政コスト）を

見ると、平成２１年度は８１３億円で住民１人当たり９３万円となっています。このうち３５４億円

はサービスの受益者（利用者）の負担で賄われ、残り４５９億円については市税や地方交付税などの

一般財源や国県補助金などで賄われました。なお、平成２１年度における市税などの一般財源や国県

補助金等の合計額は４６３億円であり、差し引き４億円のプラスとなっています。これは行政サービ

スに必要な支出をその年度の収入で賄えていることを示しており、将来に不要な負担を残さない財政

運営が行えていることが伺えます。 
性質別で見ると、職員給与などの人にかかるコストが１６５億円、物件費や減価償却費などの物に

かかるコストが１９０億円、社会保障給付費や補助金などの移転支出的なコストが４２２億円、利息

の支払いなどのその他のコストが３６億円となっています。人にかかるコストについては、職員数の

適正化の推進により減少傾向にありますが、一方で医療や福祉などの分野における人的サービスの

質・量を確保する必要があることからも、大幅な減少は見込めないと考えられます。また、移転支出

的なコストについては、高齢化の進展や生活保護受給者が増加傾向にあり、今後も増加していくこと

が見込まれることから、今後経常的な収入が不足する事態が十分に考えられます。 
将来に不要な負担を残さない財政運営を行うためにも、市税等の徴収強化による一般財源の確保に

努めるとともに、不必要な行政コストは本当に無いのか、さらには、サービスの対価である受益者負

担が適切であるのかを検討していく必要があります。 
 
以上、ストック及びフローの両面から平成２１年度の財務状況を見てきましたが、全般的には改善

傾向にあり、持続可能な財政運営を行っていると言うことができます。しかしながら、基幹産業を取

り巻く状況が依然として厳しく、人口減少にも歯止めがかかっていません。自主財源に乏しい当市に

とっては、これまで行ってきた行財政改革の継続により、市民サービスの低下につながらないよう配

慮するとともに、求められる施策を着実に実施できる財政基盤の構築と、将来の世代に過重な負担を

背負わせることのない適切な財源配分に引き続き努めていく必要があります。 
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Ⅱ 普通会計財務書類 
 
１ 普通会計財務書類の基本的な作成基準 
 
（１）採用した作成モデル 
 「総務省方式改訂モデル」により作成しています。 

 
（２）対象会計 
  次の３つの会計からなる普通会計を対象としています。 
  ・一般会計 
  ・土地取得事業特別会計          普通会計 
  ・住宅新築資金等貸付事業特別会計 
 
（３）作成基準日 
 平成２２年３月３１日を作成基準日としています。 
  出納整理期間（平成２２年４月１日～５月３１日）における取引は、基準日までに終了したものと

して処理しています。 
 
（４）基礎数値 
  昭和４４年度から平成２１年度までの地方財政状況調査（決算統計）における数値、平成２１年度

宇和島市決算書等の数値を使用しています。 
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２ 平成２１年度決算 普通会計財務書類の全体像 

 
平成２１年度決算を基に作成した「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収

支計算書」の概要と相互の関連は以下のとおりです。 
 
 

平成２１年度決算 財務書類４表（普通会計） 

 
貸借対照表 

（宇和島市が保有する資産とその財源） 

資 産 

  1,915 億円 

 

公共資産 

1,752 億円 

投資等 

     141 億円 

流動資産 

      22 億円 

 （うち歳計現金） 

1 億円 

負 債 

  533 億円 

    （27.8％）

固定負債  

481 億円 

流動負債   

52 億円 

 

 純資産  

1,382 億円 

    （72.2％）

 

 

資金収支計算書 

（１年間の資金の出入り） 

 

 

行政コスト計算書 

（１年間に要した行政サービスのコスト） 

 

 

純資産変動計算書 

（１年間の純資産の動き） 

１年間に 33 億円の増額 

経常行政コスト     341 億円 

 

人にかかるコスト   64 億円 

物にかかるコスト   92 億円 

  社会保障給付費など 177 億円 

  その他のコスト    8 億円 

 

経常収益        11 億円 

 

 

純経常行政コスト    330 億円 

期首歳計現金残高    3 億円 

 

 

現金増減額      △2 億円 

 

   経常的収支      86 億円 

   公共資産整備収支  △21 億円 

   投資・財務的収支  △67 億円 

 

 

期末歳計現金残高    1 億円 

 期首純資産残高    1,349 億円 

 

 

 純経常行政コスト   △330 億円 

 

 一般財源、補助金等受入 357 億円 

 

 資産評価替等       6 億円 

 

 

 期末純資産残高    1,382 億円 



20 
 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 財務書類４表 

20
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